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【要旨】

河道内に浸入した津波は波状段波を形成して波頭部で急激な水位上昇を生じることが近年の研究によって明

らかにされてきた。静水中における波状段波に関する研究は多数行われてきているものの、河川のような不等流

場における知見は非常に乏しい。そのため、不等流場を遡上する津波の基本的な特性を把握するための水理実験

を実施し、河道内の津波規模と波高上昇率の関係を整理した。また、実験結果を再現可能な数値解析モデルの開

発を行い、実河川における津波遡上現象への適用を行いその妥当性を検証した。一方、北海道の河川は冬期間の

気温低下に伴って河道内に河氷が形成される。河川結氷時に津波が河川を遡上する場合においては、津波による

氷板の河川遡上、それに伴う氷板の河川構造物への影響が懸念される。そこで、河氷が水面上に存在する場合の

津波実験を実施し、波状性津波によって引き起こされる漂流物輸送の特性を明らかにした。すなわち、波状性津

波における波頭部の急激な水位上昇は、漂流物を急激に加速させることが明らかになった。以上の結果を踏まえ、

不等流場を遡上する津波による水位上昇のリスクや河道内漂流物の輸送速度を低減させることを目的として、下

流部に設ける遊水地を提案した。遊水地により遡上する津波を横越流させ波高と津波エネルギーを低減させる効

果について、水理実験による検討を行った。その結果、遊水地の設置により津波波高の低減、津波到達時間の遅

延、高水位の継続時間の低減効果が確認された。

キーワード：津波、河川遡上、波状性津波、結氷河川、水理実験、遊水地

１．はじめに

2003 年９月に発生した十勝沖地震、2004 年のスマ

トラ島沖地震を契機として、河川を遡上する津波に対

する危険性が強く認識されるようになった 1)。十勝沖

地震に伴い発生した津波は、河川に侵入して波状段波

を形成して遡上していく様子が自衛隊により撮影され

た。波状段波が形成されると入射時の段波波高に比べ

て２倍程度までこれが増幅することが既往の研究によ

り明らかにされている。このため、河川を遡上する津

波を取り扱う場合には、波状段波としての特性を十分

に考慮することが不可欠である。しかしながら、一般

に波動理論は静水中の水平床上において議論されるこ

とがほとんどであるため、河川のような不等流を遡る

波状段波に対してこれらの知見を直ちに適用すること

は難しい。この問題に対し、安田 2)や中村ら 3)は、波

状段波が単断面水路を遡上する水理実験を実施した。

その結果、特に Fr数の大きな流れにおいて、河川水

位は遡上津波により最大で 2.5倍程度にまで上昇する

ことが示され、その特性は少しずつではあるが明らか

になってきていると言える。

河川における津波防災対策の現状としては、現行の

河川堤防規模は、一般的な豪雨-洪水シナリオを想定し

て設計されているため、河道を遡上する津波に対して

充分な防御効果を発揮できるかどうかは充分に検討さ

れていない。すなわち、津波が河川を遡上することに

より外水位を上昇させ、樋門などから堤内地に水が侵

入して、内水氾濫を起こすことも懸念される。その上、

近海で大地震が発生して津波が発生した場合には、河

川堤防を始めとした河川構造物が地震動により被災し

ている可能性があり、内水氾濫のリスクは一層高まっ

ていることも想定される。従って、河道内を遡上する

津波挙動に関する知見と、河川構造物の耐震強度を複

合的に考慮した安全度評価手法の開発が喫緊の課題と

言える。

その第一段階として、実河道における河道内に侵入

した津波の影響度を評価するためには、数値計算シミ

ュレーションが不可欠の技術と言える。本報告ではま

ず、単断面水路において、実現象で想定される範囲の

Fr数の流れ場を遡上する津波を再現するためには、鉛

直方向加速度を考慮した非線形分散波理論を適用する



１.３ 発展途上国における持続的な津波対策に関する研究（３）

ことの重要性を示し、開発した数値解析モデルは、水

理実験の現象を 10％内外の高精度で再現できること

を示した。そして、開発した数値解析モデルを実河川

に適用し、観測された水位データを元にその妥当性の

検討を行った。

一方、北海道の河川は冬期間の気温低下に伴って河

道内に河氷が形成される。河川結氷時に津波が河川を

遡上する場合には、津波が河氷の上を流れる、あるい

は津波が河氷を壊し上流へと押し上げながら流れるな

ど、開水時とは異なる現象が予想される。本報告では、

多数の氷板が河川水面上に存在している場合の津波実

験を実施し、津波遡上とそれに付随する氷板輸送の特

性把握を試みた。また、入射波を固定して初期水深・

結氷存在位置を変化させ、氷板の輸送速度や最大遡上

距離に関する検討を行った。

上記の検討から、河川を遡上する津波やそれに輸送

される漂流物の危険度は、遡上過程での波高増幅作用

によって上昇することが明かになった。そのため、本

報告では河川横断構造物の被害軽減のための方策とし

て、津波の最大波高及びエネルギーを減少させるため

の遊水池を提案した。遡上過程での横越流を模擬した

水理実験を実施し、遊水池が存在することによる津波

本体部の波高低減効果・エネルギー減衰効果について

検証を行った。
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２．津波の河川遡上に関する水理実験と数値解析手法

の開発

２．１ 研究の目的

波状段波に関する研究は、静水場においてゲートの

急開などにより段波を生じさせた場合について、

Favre1) 、 Keulegan & Patterson2) 、 Johnson3)4) 、

Peregrine5)、室田6)や松冨7)などが実施している。これ

らの研究によると、波頭部では局所的な水位上昇を生

じる波状段波が形成され、入射時の水位に比して2倍程

度にまで水位が急激に上昇することが指摘されている。

ただし、このような波状段波が流れ場を遡る場合の議

論にまでは至っていない。一方で、流れ場を遡る波動

に関する理論解析を佐藤8)などが実施している。しか

し、いずれの理論解析ともに静水圧近似のもとで行わ

れており、波状段波の形成に伴う水位上昇までは言及

されていない。最近になり、安田ら9)は、ゲートが急

閉された場合に生じる波状段波が疑似等流場を遡上す

る問題に関する水理実験を実施し、波頭部における波

状性に伴う水位上昇の規模は1.8倍程度にまで達する

ことを示した。

同現象の工学的な応用事例のひとつとして津波の

河川遡上が挙げられよう。2003年9月に発生した十勝沖

地震津波の複数の河川への浸入と波状段波が形成され

たことを契機に津波の河川遡上の危険性が認識される

ようになった10)。しかし、前述までの通り、流下方向

にFr 数が漸変する不等流場における検討は不十分と

言わざるを得ない状況にある。また、急勾配河川など

の高Fr数の条件下における長波の変形に関する知見は

乏しい。本研究では、このような実情を踏まえ、その

第一段階として、不等流場を遡る波状段波に関する水

理実験を実施してその形成に伴う水位上昇の規模を把

握するとともに、同現象に関する1次元数値計算法につ

いて検討した。

２．２ 水理実験

２．２．１ 実験装置の概要

本研究で使用した実験装置は、図-2.1 に示した全

長34m、全幅0.5m の矩形断面水路である。下流端から

6mの区間は固定勾配区間、そこから28m の区間は水平

から1/50まで無段階に水路勾配を変化させることがで

きる。ただし、上流端から約2mの区間には整流のため

の緩衝材を配置した。水路の上流端に最大給水能力が

80l/sの給水機構と下流の固定勾配区間に排水機構を

備え、不等流場が形成できるようになっている。固定

勾配区間には最長周期10 秒、造波可能最大水深0.8m

のコンピュータ制御のパドル型造波機を備えている。

水位変化の計測は、図-2.1 のとおり配置された容

量式波高計（ケネック製）を用いた。計測時間間隔は

0.02 秒を設定した。

２．２．２ 実験条件

実験条件は、表－2.1に示す15 通りを設定した。不

等流場は、河床勾配i に1/250、1/750の二つを設定し、

この河床勾配に対して下流端水深DMに0.30、0.35、

0.40m の3つと表-2.1に示した流量q を組み合わせて

形成している。また、入射波が流れから受ける影響を

相対的に把握することを目的に静水時の実験も併せて

実施した。

ゲート急開などによる造波では波形の再現性の保

持や制御が難しいため、下流端から入射する波の造波

には図-2.1内のパドル型造波機を用いた。入射波の波

形はsin2 の上に凸の半周期の孤立波型とし、この波形

の目標最大波高HT を0.05m、周期TT を5 秒とした。な

お、本文における周期の定義は、定常流水位が一度隆

起し再び定常水位に戻るまでの時間を意味する。

図-2.1 実験装置の概要

表-2.1 実験条件の一覧
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今回の実験におけるManningの粗度係数は0.020～

0.022である。これは各流量毎に縦断方向に4m間隔で4

点の定常水位をポイントゲージで計測し、これらの縦

断水位分布がそれぞれ再現できるようにManningの粗

度係数を変化させる不等流計算を行い推定したもので

ある。なお、水路底面の材質は敷設された人工芝であ

る。

２．２．３ 実験結果

実験結果のうち、時間波形としてとりまとめたもの

一例が図-2.2～2.4、各計測地点における水位上昇率

と初期水深およびFr 数に着目して整理したものがそ

れぞれ図-2.5、2.6 である。なお、砕波の発生につい

ては入射波の遡上を目視で追跡して確認した。その結

果、全実験条件ともにいずれの計測地点においても砕

波の兆候は全く見られなかった。

(1) 時間波形の特性

まず、入射波の遡上に伴う波形の変形であるが、実

施したいずれの実験条件ともに不等流場を遡る過程に

おいて明瞭に波形が変形して、1つの波峰が2つ以上に

分裂するいわゆる波数分散現象が生じた。この現象が

主な原因となり入射波の波高は上昇する。図－2.2～

2.4は順に流れが強くなっている。入射時に一山だっ

たsin2波は少なくとも二つ波峰を生成していることが

分かる。しかも、流れが強いほどに波峰間距離は長く

なる。

つぎに、入射波の遡上速度であるが、流れの影響を

受けて低下する。紙面の都合で詳細は割愛するが、波

速の低下は流れの影響だけでなく、分散波列の形成か

らも少なからず影響を受けていた。

(2) 波状段波への遷移に伴う水位上昇率

一般に浅水波に分類される波動現象では伝播過程に

おいて浅水変形により波高、波形がともに変化する。

また、流れ場中の波動は流れの有無により波形の変形

量や変形速度が大きく異なる。そこで、各地点の水位

上昇率とHT/D(0, x)、およびFr 数との関係を図-2.5 a)、

b) と図-2.6 に示すとおり調べた。図-2.5 a)、b)は

それぞれ水路床勾配を1/250、1/750 としたもので、同

図中の赤、青で流量の有無を分類し、赤が流量なしのq

= 0.0、青が流量ありのq = 0.043、0.074 の場合の結

果である。また、プロットマークはx = 6.0～22.0 の

計測値を順に繋ぎ、その変化過程を把握できるように

図-2.2 水理実験と数値解析による再現計算結果の時

間波形図（Run– 9 : i = 1/250, q = 0.0, DM = 0.40）
図-2.3 水理実験と数値解析による再現計算結果の時

間波形図（Run– 4 : i = 1/250, q = 0.060, DM = 0.40）
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している。一方で、図-2.6 は各計測地点の初期水深

に対するFr(x,0) と水位上昇率との関係を示している。

これらの図における水位上昇率はHM(x)/HT として求

めた。ここで、HM(x)はηM(x,t) . η(x,0) として算

出された計測時間内における各計測地点の水位の最大

変化量である。なお、同じ下流端水位DM にもかかわら

ず、流量の有無により一点目のx = 6.0 の値が異なる

のは造波地点からここまでの間に波形が変形したため

である。

これらの図のとおり、流量が無い場合における水位

上昇率は少なくとも1.2 程度、流量がある場合では少

なくとも1.4 程度、最大では2.0 程度にまで達してい

たことが分かった。これらの結果は、浅水変形と波数

分散現象の両者の重複によりもたらさせているものと

考えられる。また、流れがある場合では、より短い遡

上距離の間に水位上昇率が大きく変化し、Fr 数が0.35

程度、初期波高水深0.15 程度の水理条件ですら入射波

高が2 倍程度にまで達する可能性があることが示され

た。なお、発達から減衰に至る経過を捉えられたのは

図-2.4 に示した条件だけであった。他の条件は発達

過程のみを捉えたものである。本研究で対象とする波

動現象の波高は流れの影響を受けて減衰が生じること

があり、これについては今後、計測区間を延長して調

べる必要がある。

２．３ 波状段波の数理モデル

２．３．１ 支配方程式

段波の波頭部で見られる波状性は、水面の曲率が大

きくなり生じた重力加速度に影響を及ぼす規模の鉛直

図-2.4 水理実験と数値解析による再現計算結果の時

間波形図（Run– 1 : i = 1/250, q = 0.074, DM = 0.30）

図－2.5 無次元初期水深に着目した水位上昇率
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方向加速度がもたらすものである。このため、河川流

の解析に頻用される静水圧を仮定して導かれる、

(2.1)

と書かれる浅水理論は、同現象を理論的に正確に記述

をすることができない。ここに、Mは流量フラックス、

t は時間座標、x は流下方向座標、D は水深、g は重

力加速度、h は定常水深、η は水位である。この理論

式に対してstaggered 格子を用いた数値計算では波頭

部に高波数成分が顕れる。これは打ち切り誤差による

もので、波状性を伴う段波の波高や波速ともに物理的

に正しく評価することができない。

これに対して、浅水理論に鉛直方向加速度の影響を

近似的に考慮したBoussinesq 系方程式がある。これま

でにいわゆる修正Boussinesq方程式と呼ばれる方程式

が数多く提案11)12)13)14)などされている。波状性段波の解

析では支配方程式にこのようなBoussinesq 系方程式

を適用する必要がある。安田らはゲート急閉に伴い生

じる波状段波の解析にあたり、積分型のPeregrine の

式11)

(2.2)

を用いることで、実用上十分な精度が得られることを

示している。なお、Peregrine の式には河床勾配に関

する微分項が本来含まれているが、1/20 よりも水底

勾配が緩やかに場合ではその寄与度が小さいとされ

ている。このため、本研究でも無視している。

式(2.2) はUr 数が小さい場合として導出されてい

るため、有限振幅性が著しい場合では波高、波速とも

に精度が低下する。これに対して、後藤12)はUr 数が

大きい場合、すなわち有限振幅性が無視できない場合

の方程式を提案している。この方程式では、式(2.2)

と比べて、分散項に高次の非線形項が含まれているが、

本文で対象とした水理実験では波高水深比が0.3前後

であることから、これらの非線形項を無視すると、

(2.3)

簡便化された後藤の式を得る。連続の式は、いずれの

運動の式に対しても

(2.4)

である。次章において、これらの式に基づく再現計算

を実施し、その妥当性について検証する。

２．３．２ 数値解析法

前述の方程式のうち、式(2.2)、式(2.3) の

Boussinesq系方程式の数値解析法には、計算精度と計

算効率の両立および多次元解析への拡張が容易な差分

スキームである2 段階混合差分15)を適用した。移流項

の計算は、2次精度中央差分、3次精度風上差分のそれ

ぞれで行った。一方で、式(2.1)の数値計算はstaggered

Leap-frog と1次精度風上差分で行った。ただし、この

計算法では段波の波頭部において高周波成分が発生し、

式(2.2)、式(2.3) との波高比較などが困難となる。こ

のため、この高周波成分の除去を目的とした4 階の人

工粘性項を導入している。この人工粘性項の粘性係数

は、高周波成分の除去にのみ作用するように試行錯誤

で選定した。

２．４ 水理実験の再現計算

２．４．１ 初期条件、境界条件

初期条件は、水位分布を与えるものとし、上流端か

らの流量の供給がある場合には不等流計算を実施して

縦断的な水位分布を定めた。境界条件は、上流端境界

条件として流量の供給がある場合には定常流量を与え、

下流端境界条件はx = 6.00 の計測波形を強制入射とし

図－2.6 Fr 数に着目した水位上昇率
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て与えている。空間格子間隔Δx、時間格子間隔Δt は

それぞれ0.10m、0.001 秒とした。

なお、数値計算は1つの実験条件に対し、式(2.1) と

式(2.1) に前述の人工粘性を考慮した場合、式(2.2)、

式(2.3) をそれぞれ2次精度中央差分、3次精度風上差

分で計算した場合の合計6パターンを実施している。計

算結果の比較をしたところ、式(2.1) の計算に関して

は波頭部での高周波成分のみが適切に除去できている

こと、式(2.2)、式(2.3) の計算のいずれにおいても2

次精度中央差分と3次精度風上差分では最大水位や段

波の到達時間において差異はほとんど無いことが確認

された。このため、図-2.2～2.4 では人工粘性を考慮

した式(2.1)、3 次精度風上差分を適用した式(2.2)、

式(2.3) の計算結果のみを掲載した。

２．４．２ 計算結果

3つの実験条件における実験値と計算値を時間波形

として比較したものが図－2.2～2.4 である。第一波

峰は式(2.3) を適用した場合、かなりの精度で計算で

きることが分かる。一方で、第二波峰に関しては波高、

移動速度ともに十分に再現できないことが多かった。

実施したすべての水理実験と数値解析における最

大波高と波峰移動速度の比較を図-2.7、図-2.8にとり

まとめた。図-2.7、図-2.8では、実験条件毎にx = 6.0～

22.0 地点の値が左から右の順に連ねられている。青線

が1/250、赤線が1/750の値を示している。

まず、最大波高に関しては図-2.7 から分かるとお

り、同図a) に示した浅水理論の計算値はすべての計算

条件で過小評価となることが分かる。この図から浅水

変形の効果が計算されていることを見て取ることがで

きるが、本研究において実施した水理実験はいずれも

浅水変形だけでは説明できない水位上昇であったこと

が同図から理解できる。鉛直方向加速度を導入した式

による計算値は、同図b)、c) に示したとおりいずれと

図－2.7 実験値と計算値の最大波高の比較

図－2.8 実験値と計算値の波峰移動速度の比較

( 式(2.1) )

( 式(2.1) )
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もかなり良好な精度で実験を再現することができるも

のの、同図b)の式(2.2) の計算値は、若干ながら全体

的に過小評価となる傾向がある。これに対し、同図c)

の式(2.3) の計算値はこの過小評価の傾向を全体にわ

たり改善できることが示された。ただし、図-2.4 の

条件に関しては伝播するに従い実験値と計算値の差異

が拡大する結果となった。

つぎに波峰の移動速度についは図-2.8 のとおりか

らはから分かるようにやはり鉛直方向加速度を導入し

た式では実験値を良好に再現できる。同図a) に示され

たとおり、浅水理論による計算値はいずれの実験条件

においても全体的な傾向として早くなる結果が示され

た。このことは、実験値は波数分散現象の発生に伴う

波速の低下が生じている一方、浅水理論の計算値では

この物理機構が考慮されていないためであることから

理解できる。同図b) に示したPeregrine の式による計

算値は概ね良好であるものの、有限振幅性が考慮され

ていないことが原因となり、遅れ気味となった。同図c)

に示した簡便後藤の式による計算値は一致しない実験

条件を残しつつも全体的に精度が向上していることが

分かる。

２．４．３ 解析結果に基づく波状段波の考察

今回実施した水理実験において計測された波状段

波の水位上昇は、浅水変形に基づくものと波数分散現

象に伴う鉛直方向加速度の増大の両者が原因となって

いると考えられる。このため、今度の検討の余地が残

されているものの、波状性を伴う波動の解析において

は少なくとも対象とする現象の波高水深比に応じた

Boussinesq 系方程式が不可欠であると言える。

２．５ 開発した数値解析モデルの実河川への適用

本章では、前章において開発した数値解析モデルを

実河川に適用可能な形式に一般化し、更に平成23年3

月11日東北地方太平洋沖地震による津波の新釧路川へ

の遡上現象へ適用を行い、その妥当性の検討を行った。

２．５．１ 一般河道に拡張された提案モデルの支配

方程式

連続の式は式(2.5)を，運動の方程式は式(2.6)を用

いた．非線形分散波理論式は式(2.6)の右辺第一項とし

た．この項は，安田により提案されたPeregrineの式5)

を一般河道断面へ拡張した式である．

(2.5)

(2.6)

但し、A[m2]:流積，Q[m3/s]:流量，t[sec]:時間，x[m]:

距離，z[m]:河床高，h[m]:水深，n[s/m1/3]:マニングの

粗度係数，u[m/s]：流速，R[m]:径深，S[m]:潤辺．

計算方法は，従属変数を空間的に千鳥状(staggered)

に配置し時間的に蛙飛び(leap-frog)に進める差分式

で行った．非線形分散波理論式については，2段階混合

差分法15)を適用し陰的に解いた．

２．５．２ 計算条件

津波の河川遡上の計算は，詳細な観測データが存在

した道東に位置する新釧路川を対象に行った．計算対

象区間はKP1.0からKP11.0の計10kmをとし，2011年3月

11日12時00分から3月12日12時00分の計24時間を計算

対象とした．

計算河道条件は，新釧路川の2000年測量データを基

にして，川幅を低水路幅，河床高を平均河床高として

図-2.9，2.10に示す条件とした．なお，KP7.4から

KP11.0の区間の測量データは無いため，線形で内挿補

完して値を得た．計算時間間隔Δtは0.05秒，計算距離

図-2.9 計算に用いた新釧路川の川幅

（2000 年測量の低水路幅）

図-2.10 計算に用いた新釧路川の河床高

（2000 年測量の平均河床高）
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間隔Δxは200m，マニングの粗度係数は0.018とした．

上流の境界条件は1分毎の観測水位データをH-Q式に

代入し流量を算出して与えた．下流の境界条件は1分毎

の観測水位データを与えた．計算に用いた境界条件を

図-2.11，2.12に示す．

３．３ 計算結果

新釧路川KP7.6に位置する広里観測所において，1分

毎の観測水位と計算水位を図－2.13に示す．

図-2.13より，計算値は観測値の水位変動を良く再

現している．今回の計算水位と観測水位の絶対誤差の

平均値は約5cmであった．

新釧路川KP7.6に位置する広里観測所における流量

と流速の計算値を図-2.14に示す．この図から，津波

来襲前は順流流量34m3/sであったが，津波来襲時では

最大値でみると，順流流量108m3/s，逆流流量135m3/s

であり，通常時の流量の3～4倍の流量が流れていたこ

とが計算結果から分かった．なお，新釧路川の豊水流

量（年間を通して95日間はこれを下回らない流量）は

29m3/sである．

２．５ おわりに

本研究により得られた結論は以下の通りである。不

等流場を遡上する波状段波に関する水理実験を実施し

た結果、20m程度の計測区間の範囲ですら、その最大水

位変化量は、流れのない静水中においておよそ1.4 倍、

流れがある場合ではおよそ2 倍程度まで増加すること

が明らかになった。

これらの実験の再現計算を1次元解析により行った

ところ、通常の河川流の解析に適用される浅水流の式

では波高は過小に、波速は過大に評価されることが示

された。これに対して、鉛直方向加速度を導入した浅

水理論式では波高、波速ともに良好に再現できること

が分かった。つまり、波状性を伴う波動の解析におい

図-2.11 計算に用いた新釧路川の下流端水位

図-2.12 計算に用いた新釧路川の上流端流量

図-2.13 計算に用いた新釧路川の下流端水位

図-2.14 計算に用いた新釧路川の上流端流量
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ては少なくとも対象とする現象の波高水深比に応じた

Boussinesq 系方程式が不可欠であると言える。これは、

実際的な津波の河川遡上の問題において言うなら、解

析対象となる河川の平均的な水深と想定される津波の

最大入射波高から採用すべき支配方程式を選択するこ

とを意味している。

また、開発した数値解析モデルを実河川への津波遡

上現象に適用した。計算結果を観測所における水位記

録と比較したところ、開発モデルにより水位変動の特

徴を良好に再現できることが確認できた。今後も継続

的に他の河川への遡上現象へ適用を行い計算精度を向

上させ、より汎用的なモデルの開発を行う予定である。
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３．津波遡上に伴う氷板輸送に関する水理実験

３．１ はじめに

大地震発生時に来襲する津波に関する研究はこれ

まで数多く行われてきているが、河川に遡上した津波

の予測、及びその対策に関しては、その危険性が以前

から指摘されてきたにも関わらず、未だ知見が非常に

不足しているのが現状である。不等流場である河川内

に浸入した津波は、波状性段波を形成しながら波頭部

において急激な水位上昇が生じることが指摘されてい

る1)。現行の河川堤防規模は、一般的な豪雨-洪水シナ

リオを想定して設計されているため、河道を遡上する

津波に対して充分な防御効果を発揮できるかどうかは

充分に検討されていないのが現状である。更に、北海

道内の一部の河川は冬期間の気温の低下に伴い、河道

内に河氷が形成される。写真-3.1は2010年チリ地震の

影響を受け十勝川の氷板が揺動している様子2)である。

このような結氷河川にさらに大きな津波が来襲した場

合、津波はどのように遡上するのか、また津波により

河氷がどのような挙動を示すのかはほとんど未解明で

あり、研究例も非常に少ない。実際に釧路市の春採川

において、1952年3月十勝沖地震に伴う津波が結氷した

春採川の河氷を壊しながら遡上したため、多数の氷板

が家屋に被害を与えた事例がある。津波による氷板輸

送の研究は高橋ら3)によるものがあるが、これは沿岸

構造物へ遡上氷板が及ぼす影響に焦点を置いたもので

あり、その知見を氷板の河川遡上現象へ直ちに適用す

ることは難しい。

そこで本研究では、河道内を遡上する津波と河道内

に存在する氷板の相互作用、また氷板存在位置の水深

と津波波高が氷板輸送過程及び氷板遡上距離に与える

影響に関する知見の蓄積を目的として、薄い氷板が河

川水面上に存在する場合を想定した津波実験を実施し

た。そして入射波一定の条件で河道内縦断方向の氷板

存在位置を変化させ、氷板輸送過程や氷板群の時系列

的な拡散過程、そして最終的な遡上距離についての検

討を行った。

３．２ 氷板を有する津波遡上実験の概要

実験水路は、全長34m、水路幅0.5m、水路勾配1/250
の矩形断面を有する図-3.1の水路を用いた。実験条件

は、上流からの流量無し、入射波の周期9秒、目標波高

0.035m、造波板前の水深DM=0.725, 0.80mとし、水路床

の鋼製架台には人工芝が貼り付けられている。また水

位変化を計測するため、x=5.0, 10.0, 15.0, 17.5, 20.0m地

点に容量式波高計を設置し、それぞれによる計測を

Ch.1～Ch.5とした。さらに実験水路の上方には2台のデ

ジタルカメラを設置し動画撮影を行った。水路上部に

は下流端（x=0.0m）を基準とした標定点を0.5 mから1m
間隔で撮影範囲内に設置しており、映像から津波や氷

板の位置関係を読み取ることが可能となった。

実河川に存在する氷は、大別すると硬い氷板とその

下に存在する軟らかい晶氷に分けることができる。本

研究では、直接の被害につながる可能性が高いと想定

される硬い氷板に着目した。そのため実験に用いた氷

板は、ポリプロピレン製、1枚の厚さ5mm±0.5mm、縦

横30mm×30mm、比重0.9程度である。なお、実河川に

おいては上流からの流量が氷板輸送過程に無視できな

い影響を及ぼすことが考えられるが、水路実験によっ

てその現象を再現することは困難が伴う。そのため本

研究ではまず第一段階として、ごく基本的な津波と氷

板輸送の相互作用を把握することを目的として上流か

写真-3.1 十勝川における氷板揺動の様子(2010 年 2
月撮影)

図-3.1 実験装置の寸法と波高計の設置位置

図-3.2 氷板模型の模式図と設置状況
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らの流量が無い静水中の条件とし、ほぼ同一形状の氷

板模型を並べて、これを氷板群とみなした。

この氷板模型は上流側から順にピンク、緑、白、オ

レンジ、青に着色し、図-3.2に示すように縦15 列・横

15列の計225個を配置してこれらを氷板群（約45cm×

45cm）とみなした。水路の下流端2m付近から21.5mま

での区間において、この氷板群の初期設置位置を50cm
毎に変えて計40ケースの実験を行った。

３．３ 実験結果

(1) 波高計の測定結果

まず氷板が無い場合、及び氷板群の上流側先端位置

Dup が5.0, 10.0, 15.0, 17.5, 20.0mの各ケースについて、

波高計のCh.1～5で計測された時間波形をそれぞれ図

-3.3に示した。図においてt=0.0secは造波板が稼働を開

始した時刻であり、t=25.0sec以降は最上流側のCh.5が
水路上流端からの反射波の影響を受け始めるため図中

には示していない。氷板を設置しない場合の波形は

"No ice cover"として同図にプロットした。造波板によ

って上に凸の半周期の孤立波（津波）を発生させると、

どのケースにおいても津波は水路を遡上する過程で同

様の変形を起こした。すなわち、始め波峰の前後でほ

ぼ対象だった波形は伝播しながら前傾化し、Ch.2のや

や手前で一波峰だった入射波の波峰先端から新しい波

峰が現れる（Ch.2）。その後も波数分散現象が継続した

が、最先頭の波峰が自重を支えきれなくなることで、

平均して約16.7m 地点で砕波を起こした。その後通過

したCh.4でピークが鈍化していることからも、Ch.3と
Ch.4の間で砕波を起こしていることが推察される。な

お、この砕波現象は分散波の先頭波峰がわずかに崩れ

波頭部に小さな凹凸を生じる程度のものであり、一般

に沿岸部で生じる気泡を激しく混入するような砕波と

は性質の異なるものである4)。Ch.4からCh.5まで移動す

る間には波峰のピークが減衰する様子が確認された。

総じて、薄い氷板の氷板群が存在しても、また氷板が

水路縦断方向のどの位置に存在していても、津波の時

間波形に与える影響は非常に小さいと考えられる。言

い換えると、氷板群の存在が津波の波高や波峰の移動

速度に与える影響もまた小さいことがわかる。

図-3.3 波高計各設置点で計測した時間波形(DM = 0.80m)

図-3.4 PTV 解析で求めた氷板輸送速度（t = 28.33
sec）



１.３ 発展途上国における持続的な津波対策に関する研究（３）

(2) PTV 解析による氷板輸送速度の検討

氷板の輸送速度Ui m/secは、氷板の移動を前述の2台
のカメラにて撮影・収録した後に連続画像をPTV解析

することで求めた。画像解析にはDipp-Flow version
2.00（株式会社ディテクト）を用いており、同ソフト

ウェア上でレンズ歪み補正、時空間補正を行った。本

研究では初期状態から上流側にあり、平均して遡上距

離の大きいピンクに着色した氷板模型をPTV解析のト

レーサー粒子とし、その速度の時系列変化を追跡した

（図-3.4）。図-3.5にDup=5.5,10.5,15.5,18.0,20.5mの場合

の、氷板群内で各氷板が持つ速度の縦断方向成分の時

系列変化を示した。また比較のため、氷板無しのケー

スの時間波形を示した。Dup=5.5のケースで速度を抽

出できた氷板が少ないのは、この場合の氷板同士が相

対位置を変えないまま一つの大きな板の形で遡上した

ためである。トレーサーとなる氷板が互いに密着して

周囲との色差が小さいとPTVでの解析は困難となる。

途中13sec付近でトレーサーが増えるのは、この付近に

ある壁面の凹凸に氷板が接触し、拡散範囲が広がった

ためである。Dupが10.5m以上のケースでは、初期から

比較的多くのトレーサーを抽出することができた。加

えて氷板輸送速度の時系列変化は、津波遡上に伴う分

散波形状と酷似していることがプロットから読み取る

ことができる。前項において、Ch.2からCh.3にかけて

波数分散現象と先頭波峰の発達過程、及びCh.4～Ch.5
にかけてのピーク波峰の減衰を指摘したところである

が、Dup=5.5～10.5、Dup=18.0～20.5の氷板輸送速度の

時系列変化にも同様の傾向を見出すことができる。氷

板の輸送速度は津波波形に追従する形で変動しながら、

氷板が輸送されていくものと考えられる。

(3) 波峰移動速度と氷板拡散過程の関係

津波の伝播速度と氷板拡散過程との関係を検討

するには、時系列的な波峰移動速度が必要となる。波

高計のデータのみからこれを算定することは困難が伴

うため、本研究では1次元不定流計算による津波遡上の

シミュレーションを行い、波高計における時間波形と

計算結果を比較しつつ、波峰の移動速度を簡易に求め

図-3.5 波氷板無しのケースの時間波形（最上段）及び、Dup の違いによる時系列的な氷板輸送速度の変化
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た。1次元計算においては、縦断的な河床標高、川幅

0.5m、粗度係数を一定値の0.014、Ch.1の波高計データ

を下流端境界条件として与えた。また、実現象とは異

なるが、計算の安定化を図るため上流から流入量

0.001m3/secを与えた。また計算時間間隔は0.001sec、計
算点間隔は0.1m とした。図-3.6に1 次元計算波形と

Ch.1～5の測定波形を示しているが、波数分散こそ表現

できていないものの、概ね良好に波峰の移動速度を追

跡できていると言える。この1 次元計算によって求め

た波峰の移動速度と、Dup=5.5, 10.5, 15.5, 18.0, 20.5mの

場合における氷板拡散範囲の関係を図-3.7に示した。

図より津波はほぼ等速度で遡上していることがわかる

が、氷板の拡散過程は波数分散の前後で大きく異なっ

ていることがわかる。Dup=5.5, 10.5mのケースでは、

始め氷板群は互いに接触しながら当初の形を維持しつ

つ遡上するため拡散幅は狭いが、側壁面の摩擦等が原

因で次第に拡散を起こした。本実験の水路内でほぼ氷

板遡上過程が完結したこれらのケースについて、最終

的な拡散範囲はそれぞれ約0.75mと約1.2mであり、上

流側Dup=10.5のケースの方が最終的な遡上距離も大

きいことがわかる。一方で波数分散以後の氷板輸送で

は津波の通過直後から氷板は大きく拡散しており、か

つ25.0secの段階でもDup=20.5のケースは図-3.5より

0.20～0.35 m/sec程度の流速を持つ氷板が多い。より延

長の長い実験水路を用いた場合はさらに遡上距離が延

びることが予想される。

(4) 氷板遡上距離に関する検討

氷板群が河口域に存在するか河川上流域に存在する

かの初期位置の違いによる氷板の河川遡上距離の違い、

図-3.6 波氷板無しのケースの時間波形（最上段）及び、Dup の違いによる時系列的な氷板輸送速度の変化

図-3.7 PTV 解析により求めたピンク色氷板模型の時系列的な拡散範囲と先頭波峰位置との比較
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および、津波遡上前の水深が深いか浅いかの初期水深

の違いによる氷板の河川遡上距離の違いに着目し、な

お、本検討のみDM=0.725, 0.80mの２通りについて実験

結果を整理した。

氷板群の上流側先端の初期位置を横軸に取り、縦軸

に氷板の遡上距離を取り、図-3.8に示す。なお、図に

は入射波の砕波地点、入射波が水路上流端に到達し反

射した波が氷板群に影響を与え始める地点を示した。

ドット色は、氷板の着色と同色である。図-3.8より、

氷板群が上流に位置するほど、氷板の遡上距離は長く

なり、水深が浅いほど遡上距離は長くなる。また、最

大到達距離を記録した氷板の殆どは、上流側に配置し

たピンクであるが、砕波後には、緑、白、オレンジと

逆転しているケースがみられた。

水深と氷板の遡上距離の関係について、反射波の影

響を受けていないデータを用いて、横軸に水深・波長

比、縦軸に氷板遡上距離・氷板幅比を取り図-3.9に示

す。なお、H [m]は各地点の水深とし、L [m]は波長で

式(3.1)から求めた。

CTL = (3.1)

gHC = (3.2)

ここで、C [m/s]：波速、T [s]：周期で9、g [m/s2]：

重力加速度で9.8である。また、 iD [m]を氷板の遡上

距離とし、 iB [m]を実験で用いた氷板の幅として0.03m

を与えた。

図-3.9より、水深・波長比が小さいほど、氷板遡上

距離・氷板幅比は大きい。上流からの流れがない静水

面条件における本実験において、水深が浅い地点に津

波が来襲した場合、その地点にある氷板は、水深が深

い地点に比べて、上流へと遡上される可能性が高いこ

とを示唆している。しかし、河氷の大きさ、津波の最

大遡上距離、上流からの流れ、砕波が氷板へ与える影

響などにより、この現象は異なることが推察されるが、

上流からの流れがない静水面という条件においては、

定性的な知見が得られた。

３．４ まとめ

本研究では、津波が河川を遡上し、その過程で氷板

を輸送する際の波峰の移動速度と時系列的な氷板移動

速度の特性についての検討を行うことを目的に、氷板

模型を設置した津波遡上実験を行い、波高計による波

高分析及び撮影動画を用いた画像解析を行った。その

結果、薄い氷板が水面上に存在している場合は、氷板

が津波そのものの挙動に与える影響が少ないこと、そ

してそのような条件の下では氷板の輸送速度は時系列

的に、津波波形と近い形で変動すること、更に定性的

に氷板存在地点の水深が小さいほど、遡上距離が大き

くなることが明らかになった。

なお本実験は、津波と氷板輸送に関する基礎的な知

見を得るためのものであり、上流からの流量が無い静

水中の条件で行っている。また、壁面摩擦や波高計の

存在が流れ及び氷板拡散過程に及ぼす影響まで踏み込

んだ検討はできておらず、今後実験条件の設定方法に

関して継続的な検討が必要である。更に氷板が今回の

実験よりも厚い場合、あるいは面積が大きい場合に対

して、津波の伝播速度と氷板輸送過程の関係の変化に

ついて今後検討を加えていきたいと考える。

 

砕波地点

砕波地点

水路上流からの
反射波の影響あり

水路上流からの
反射波の影響あり

D
i

11m

13m

図-3.8 初期水深の違いおよび氷板群の設置位置の違い

による氷板の遡上距離

BiD
i

L
H

図-3.9 水深・波長比と氷板遡上距離・氷板幅比
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４．遊水地による津波低減効果

４．１ はじめに

近年、太平洋、インド洋において、地震による津波の

被害が確認されている。2004年スマトラ島沖地震では、

アジア、アフリカ地域 12カ国に被害を及ぼし、20万人

以上が死者、行方不明者となり、230万人が被害を受け

たといわれている 1)。特にインドネシアのスマトラ島北

部に位置する都市のバンダ・アチェでは、11万人の命

が犠牲となり、70万人が家を失う甚大な被害であった 2)。

また、この津波により、ライフラインとして重要な橋梁

が多数破壊されている 3)。

津波対策として、大規模な被害が予想される沿岸部に、

防波堤を設置するなど考えられるが、河口部では河川流

水や土砂が流下するため、防波堤の設置は困難と考えら

れる。また、津波は河川を遡上するが、波数分裂するこ

とにより、波高が増大することが既往研究で指摘されて

いる 4)。そのため、波高が増大した津波が、落橋被害や、

漂流物による橋の損傷を助長することも考えられる。ま

た、河川を遡上する津波は、陸上を遡上する津波よりも

伝播が速い。そのため、河川堤防が脆弱な場合、河道を

遡上した津波が、陸上を遡上する津波よりも先に被害を

及ぼす可能性がある。このような河川を遡上する津波対

策として、落橋防止措置を施す他に、より効果的な対策

として、津波自体の波高、エネルギーを減少させること

が考えられる。波高を低減できれば、津波の遡上速度を

遅延できることも考えられ、より多くの避難時間を得る

こともできる。しかし、このような対策を検討した研究

は十分には行われていない。

本研究の目的は、河川を遡上する津波対策として、

河道下流部に遊水地を設け、遡上する津波を横越流さ

せ、波高とエネルギーを減少させる対策を提案し、水

理実験により、その効果の検討を行うことである。

４．２ 水理実験

(1) 対象河川

本実験では、図-4.1に記すスマトラ島北部の都市バン

ダ・アチェ東部に位置する河川を対象とし、実際の橋

梁位置を基に、実験水路上での遊水地位置、水位測定

地点の設定を行った。対象河川の河道幅、保全対象の

橋梁位置を、Google Mapにより概略で把握した。その

結果、堤防間の距離は約 300m であり、低水路幅、片

岸の高水敷幅は約 100m であった。また、保全対象の

橋梁は、河川両岸の市街地を結ぶKP3.9付近の橋梁と、

そ

1000km

2km

インドネシア

スマトラ島

バンダ・アチェ

対象河川

N

図-4.1 対象河川箇所図（Google Mapに加筆）

SP5.4 波高計No.3
(KP3.2 遊水地上流)

SP4.7 波高計No.2
(KP2.8遊水地下流)

SP1.0 波高計No.1
(KP0.6 河口部)
※水深管理位置

側壁開口部（遊水地）

SP4.8～5.3  L=0.5m
（KP2.88～3.18）

SP6.5 波高計No.4
(KP3.9橋近傍)

SP14.0波高計No.5
(KP8.4橋近傍)

造波板

水路勾配 1/1,000

実験水路 延長34m、幅0.5m

橋 橋

N バンダ・アチェ 対象河川

保全対象

橋位置

SP0.0

水路部 26mプール部 8m

川の流れ

図-4.2 実験水路概要

写真-4.1 水路を遡上する津波の開口部からの横越流状況
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の一つ上流のKP8.4付近の橋梁とした。なおKP（キロ

高水敷 高水敷0.1m

実験条件②

遊水地 越流高：

６ケース

（0.10m、0.11m、

0.12m、0.13m、

0.14m、遊水地なし）

越流

0.17m 0.17m0.16m

0.50m

実験条件①

高水敷の有無：２ケース

津波水位

実験条件④

津波規模：

３ケース（大、中、小）

流れ

実験条件③

流れの有無：

２ケース

津波

実験条件⑤

水深：３ケース（9cm、7cm、5cm）

※SP1.0で水深を管理

水路断面図（遊水地位置）

水路側面図

図-4.3 実験条件

ポスト）とは、河口からの距離で単位は kmである。

2004年スマトラ島沖地震において、バンダ・アチェ

に襲来した津波高は、海岸で 6～12m であり、海岸か

ら1.0～1.5km 内陸の市街地で 4～5m 程度であったこ

とが

確認されている 5)。このため、本実験では、対象河川

のKP3.9 付近の橋梁位置において、最大 5m の津波が

襲来した場合を想定した。

(2) 実験水路

実験に用いた水路を図-4.2 に示す。水路は、全長

34m、水路幅0.5m であり、水路部26m、下流端のプー

ル部 8m で構成され、水路勾配は 1/1,000 とした。実

験水路における縦断方向の基準点は、プール部と水路

部の境界とし、この基準点から上流方向の距離を SP

（単位：m）とした。

実験水路における遊水地は、水路を遡上する津波が、

水路側壁に開口部がある区間（以下、遊水地）を通過

し、横越流させることで再現した（写真-4.1）。遊水

地の位置は、実験水路上での保全対象の橋梁位置

SP6.5（KP3.9）の下流とし、実験水路の鋼製骨組みを

回避し、設置区間SP4.7(KP2.88)～SP5.4(KP3.18)の延

長 0.5m（実物延長 300m）とした。実験水路における

津波の造波は、プール部で造波板を押し出すことで行

った（図-4.2）。また、遊水地への越流水は、実験水

路外の水槽に貯留し、水槽内の波高計でその量を計測

した。

(3) 実験水路の縮尺

実験水路の水平方向の縮尺は、水路の幅が 0.5m で

あり、対象河川の堤防間の幅が約 300m であることか

ら、λxy＝0.5m÷300m＝1/600となる。一方、鉛直方向

の縮尺は、1/600 では水深が小さく、粘性の影響が大

きくなり、正確な結果が得られないことが考えられる。

そのため、鉛直・水平方向の縮尺が異なる歪み模型と

した。実験水路上の保全対象の橋梁位置SP6.5に造波

できる最大波高は 0.1m 程度であり、これを本実験の

最大の津波規模条件の波高 5mに対応させると、鉛直

方向の縮尺はλz＝0.1÷5.0m≒1/50となる。なお、流

速縮尺は、λv=λZ
1/2=(1/50)1/2≒1/7.07 となり、時間

縮尺はλt＝λz
-1/2×λxy＝(1/50)-1/2×1/600≒1/84.9

となる。また、後述する波高計の観測間隔 0.05秒は、

実物では0.05×84.9≒4.2秒となる。

津波のフルード数は式（4.1）（4.2）に示すとおり 6)、

平常潮位を基準とした津波による海面変動と水深の比

率で表される。つまり、鉛直方向の縮尺を満たせば、

津波のフルード数を満たすことになる。

， C= （4.1）

= （4.2）

v：流速、C：波速、g：重力加速度、η：平常潮位基

準での津波による海面変動、h：水深、Fr：フルード数

(4) 測定項目

水理実験における測定項目は水路内及び水槽の時

系列水位とし、波高計（KENEK CHT4-60、測定精度±

3.5mm）により測定した。測定時間の間隔は、波高計の

最小測定間隔の 0.05 秒とした。波高計による水位測

定地点は、水深の実験条件を管理する位置 SP1.0

（KP0.6）、保全対象の橋梁位置 SP6.5（KP3.9）、SP14.0

（KP8.4）、遊水地上下流の SP4.7（KP2.88）、SP5.4

（KP3.18）、そして越流水を貯留する水槽内の合計 6

箇所とした。なお、全ての波高計の測定値は、SP1.0

表-4.1 流れがある実験条件における各水深での流速

流量

（m3/s）

流下面積
W=0.5m

(m2)

平均流速
(m/s)

流量

（m3/s）

流下面積
W=0.16m

(m2)

平均流速
(m/s)

9cm 0.0120 0.0450 0.27 0.0037 0.0144 0.26

4.5m 2,546 1,350 1.91 785 432 1.82

7cm 0.0077 0.0350 0.22 0.0025 0.0112 0.22

3.5m 1,633 1,050 1.56 530 336 1.58

5cm 0.0044 0.0250 0.18 0.0016 0.0080 0.20

2.5m 933 750 1.27 339 240 1.41

上段 ： 模型での値
下段 ： 実物での値

高水敷なし 高水敷あり

水深
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における水路床を基準点とした値である。

(5) 実験条件

実験条件は、①高水敷の有無の2ケース、②水路床

から遊水地の越流高が異なる6ケース（10cm、11cm、

12cm、13cm、14cm、越流なし）、③水路の流れの有無2

ケース、④津波規模3 ケース（大、中、小）、⑤水路

の水深 3ケース（5cm、7cm、9cm）を組み合わせ、合

計216 ケースの実験を行った（図-4.3）。高水敷の形

状は、水路床からの高さ10cm、幅17cmとした（図-4.3

上）。流れがある条件では、プール部と水路部の境界を

除き等流とした。高水敷なし，水深9cm，流れありの

条件での平均流速は、模型縮尺及び実物縮尺で、それ

ぞれ0.27m/s、1.91m/s、水深 7cmの条件で0.22m/s、

1.56m/s、水深5cmの条件で0.18m/s、1.27m/s であり、

高水敷がある条件についても同程度の流速であった

（表-4.1）。水深条件を管理する位置は、流れがある

条件で、等流水深が確保される極力下流の位置の

SP1.0 地点とした。津波規模の条件は、研究の基礎段

階として、波高を変数とすることとし、造波板を一定

時間内に動かす距離により変化させた。試行の結果、

SP6.5 において、最も波高が高くなる造波設定は、造

波板の移動時間6秒、移動距離1.476m、造波板前水深

0.7mとなり、これを津波_大の条件とした。津波_小の

条件は、越流高10cm，水深5cmの条件で、遊水地へ越

流が生じる大きさとし、造波板移動距離のみを変化さ

せ0.918mとした。津波_

中の条件は、津波_大、小の中間程度の波高となるよう、

造波板移動距離のみを変化させ 1.199m とした（表

-4.2）。

４．３ 実験結果

４．３．１ 津波の河川遡上における河道水理条件に

よる応答

河道水理に関わる高水敷の有無や、流れの有無、水

深の実験条件が、津波の河川遡上にどのような影響を

及ぼすのか検討した。

(1) 津波規模と水深による最高水位の比較

高水敷なし，遊水地なし，流れありの実験条件の最

高水位について、津波規模、水深条件の違いにより比

較した。図-4.4に SP5.4の結果を代表として示す。図

-4.4から、津波規模と水深の条件に比例して、最高水

位が高くなることが確認できる。この傾向は、全地点

で同じであった。よって、最高水位は概ね津波規模と

水深に比例する傾向にあり、以降の検討では、中間の

実験条件の津波_中、水深 7cm を割愛する。なお、全

ての実験条件において、SP1.0～4.7 の区間で砕波が確

認されている。砕波とは津波の頂部が前屈形になり、

崩れる状況である。

(2) 高水敷の有無による比較

流れあり，津波_大，水深 2 ケース（5cm，9cm）の

実験条件について、水位の時系列変化を、高水敷の有

無の違いにより比較した（図-4.5）。図-4.5 より、水

深9cmの条件で、高水敷がある条件の方が、最高水位

が低くなるが、水深5cmの条件では、最高水位が高く

なる地点が確認された。また、両ケースともに津波が

通過後に、ある程度高い水位が長時間継続しているこ

とが確認される。

流れあり，津波規模 2ケース（大，小），水深2ケー

ス（5cm，9cm）の実験条件について、最高水位の縦断

的な変化を、高水敷の有無により比較した（図-4.6）。

図-4.6より、水深9cmの条件で、高水敷がある条件の

表-4.2 実験における津波の造波設定

津波規模
造波板前

水深
(m)

造波板
押し出し距離

(m)

造波板
移動時間

(秒)

目標波高
　　(m) ※

※目標波高は、造波板直近での値。

6

小 0.7 0.918 6

0.100

0.075

大 0.7 1.476 6 0.125

中 0.7 1.199

0.10

0.15

0.20

0.25

0.05 0.07 0.09

最
高

水
位
(m

)

水深(m)

津波_大 津波_中 津波_小

図-4.4 津波規模、水深による最高水位の比較

（SP5.4、高水敷なし，遊水地なし，流れあり）
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図-4.5 高水敷の有無による時系列波形の比較

（遊水地なし、流れあり）

方が、最高水位が低くなり、津波_大，小の条件で、そ

れぞれ 1.3～3.5cm、0.3～2.5cm 低下した。一方、水

深5cm の条件では、最高水位が高くなり、津波_大，

小の条件で、それぞれ-0.5～1.1cm、0.4～1.0cm 上昇

した。本実験における、高水敷がある水深が深い条件

で、最
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図-4.6 高水敷の有無による最高水位の縦断変化

（遊水地なし，流れあり）

高水位が低下し、水深が浅い条件で上昇した原因とし

て、次のことが影響していることが考えられる。高水

敷がある条件では、無い条件と比べ、左右岸の地盤が

高い。そのため、同じ規模の津波が遡上する場合、高

水敷の上に津波が乗り上げる分、水位が上昇すること

が考えられる。水深5cmの条件では、高水敷は河川水

面の2倍の高さにあり、高水敷による地盤上昇の影響

で、最高水位が上昇したものと考えられる。一方、水

深9cmの条件では、高水敷は河川水面よりもさほど高

い位置になく、この効果が小さかったことが考えられ

る。水深9cmの条件で、最高水位が低下した原因の一

つとして、高水敷と低水路の流速差により生じる抵抗、

高水敷の粗度が影響したことが考えられる。

なお、津波_大，水深 9cm の条件で確認された、最

大3.5cmの水位低下は、実物の縮尺では1.75mの低下

となり、津波_大の水深 5cm の条件で確認された、最

大1.1cmの水位上昇は、0.55mの上昇となる。

高水敷がある条件の流況は、横断方向の流れがあり

複雑であるため、本稿ではより基礎的な知見を得るた

めに、以降の検討を高水敷がない条件で行う。

(3) 流れの有無による比較

津波_大、水深 2 ケース（5cm，9cm）の実験条件に

ついて、水位の時系列変化を、流れの有無の違いによ

り比較した（図-4.7）。図-4.7 より、流れがある条件
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図-4.7 流れの有無による時系列波形の比較

（高水敷なし，遊水地なし）

14.0において、津波の到達時間に遅れが確認された。

津波規模2ケース（大，小），水深2ケース（5cm，

9cm）の実験条件について、最高水位の縦断変化を、流

れの有無の違いにより比較した（図-4.8）。図-4.8よ

り、流れがある条件の方が、最高水位が高くなること
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図-4.8 流れの有無による最高水位の縦断変化

（高水敷なし，遊水地なし）

が確認され、津波_大，水深5cm，9cmの条件で、それ

ぞれ0.6～1.9cm、0.8～1.9cm上昇し、また、津波_小，

水深5cm，9cmの条件では、それぞれ0.4～1.8cm、1.0～

2.0cm上昇した。なお、津波_大，水深5cm，9cmの条

件で確認された水位上昇を実物縮尺にすると、それぞ

れ0.3～0.95m、0.4～0.95mの上昇となる。

流れがある条件の方が、最高水位が上昇した原因の

一つとして、流れなしの条件では、上下流で同じ水位

であり、河床勾配により上流部ほど水深が浅くなるが、

流れありの条件では、等流水深のため、上下流で水深

が同等であることが考えられる。しかし、流れの有無

で水深が変わらないSP1.0においても、流れがある条

件の方が、最高水位が高くなっているため、このこと

は大きな原因ではないと考えられる。このため、流れ

の存在が最大水位の上昇に寄与していることが考えら

れる。以降では、津波の河川遡上時に、より危険側と

なる河川の流れがある条件を対象として検討を行う。

４．３．２ 遊水地による河川を遡上する津波の低減

効果

遊水地による、河川を遡上する津波の低減効果を、津

波の最高水位、到達時間、高水位の継続時間に着目し

て検討した。なお、前述したとおり、高水敷あり、流
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れなし、津波_中、水深 7cm の各条件は、検討に含め

ていない。
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(1) 最高水位の低減効果

津波_大、水深 2ケース（5cm，9cm）の実験条件に
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10cm，遊水地なし）の違いにより比較した（図-4.9）。

図-4.9 より、遊水地がある条件の方が、遊水地上流の

SP5.4～14.0 で、最高水位が低くなることが確認され

る。また、SP14.0において、津波の到達時間に遅れが

確認され、SP4.7 では、津波の高水位の継続時間に低

減が確認される。

津波規模2ケース（大，小），水深2条件（5cm，9cm）

の実験条件について、最高水位の縦断変化を、遊水地

の有無（越流高10cm、遊水地なし）の違いにより比較

した（図-4.10）。図-4.10 より、主に遊水地の上流で

最高水位が低減されたことが確認でき、津波_大の水深

5cm，9cmの条件で、最高水位がそれぞれ0.0～0.9cm、

0.0～1.1cm低減された。また、津波_小の水深5cm，9cm

の条件で、それぞれ-0.2～0.3cm 、0.1～0.8cm低減さ

れた。なお、津波_大，水深5cm，9cmの条件での、最

高水位の低減を、実物の縮尺にすると、それぞれ0.0～
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0.45m、0.0～0.55mの低減となる。
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（高水敷なし，越流高10cm，流れあり）

遊水地の効果により、どれだけ最高水位が低減され

たか、式（4.3）の低減率を定義して検討を行った（図

-4.11）。

（4.3）

但し、R：低減率、：遊水地がない条件での値、：
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図-4.15 津波到達時間低減率の縦断変化
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遊水地がある条件での値である。

図-4.11より、水深9cmの条件では、遊水地上流の

SP5.4 で最高水位の低減率が大きく上昇し、津波_大，

小の条件で、それぞれ8%，9%となった。また、その上

流の地点においても同程度の値であることが確認され

る。水深5cm の条件でも、SP5.4 で最高水位の低減率

が大きく上昇し、津波_大，小の条件で、それぞれ9%，

4%となった。しかし、SP6.5で大きく減少し、約0%と

なり、SP14.0においても同程度の値となった。よって、

最高水位の低減率は、遊水地直上流で上昇するが、水

深条件によっては、上流地点で再び減少することが考

えられる。

遊水地直上流のSP5.4における、最高水位の低減率

の変化を、遊水地の越流高により比較を行った（図

-4.12）。図-4.12より、最高水位の低減率は、越流高

14cm の条件では-3～4%の範囲であり、越流高10cm の

条件では4～8%であった。よって、最高水位の低減率

は、概ね越流高が低くなるに伴い、高くなる傾向とい

える。

遊水地への越流水量を、越流高の違いにより比較し

た（図-4.13）。図-4.13 より、越流高が低くなるに伴

い、越流水量が増加する傾向にあった。これは越流高

と最高水位の低減率の傾向と近いことから、遊水地へ

の越流水量が増加すると、その上流の水位低下も大き

くなると考えられる。

(2) 津波の到達時間の低減効果

津波_大，水深 2 ケース（5cm，9cm）の実験条件に

ついて、津波の到達時間を、遊水地の有無（越流高10cm，

遊水地なし）の違いにより比較した（図-4.14）。図

-4.14 より、遊水地がある条件の方が、津波の到達時

間が遅いことが確認された。SP14.0おける到達時間の

低減は、水深9cm，津波_大，小の条件で、それぞれ0.25

秒、0.3秒であった。また、水深5cm，津波_大，小の

条件では、0.1秒の低減であった。なお、遊水地によ
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図-4.16 水位14,16,18cmでの高水位継続時間の縦断変化

（高水敷なし，越流高10cm，流れあり）
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る到達時間の低減を実物縮尺にすると、水深9cm，津

波_大，小の条件では、遊水地の約 5km上流において、

それぞれ21秒、25秒の低減されたこととなる。

到達時間の遅れを式（4.3）の低減率で検討すると

（図-4.15）、水深9cm，津波_大，小の条件のSP14.0

における低減率は約 2％であり、水深5cm，津波_大，

小の条件では、それぞれ 0.6%，0.7％であった。

(3) 高水位継続時間の低減効果

津波_大，水深 2ケース（5cm，9cm）の実験条件に

ついて、津波の高水位継続時間を、遊水地の有無（越

流高 10cm，遊水地なし）の違いにより比較した（図
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図-4.18 高水位継続時間の低減率の縦断変化

（高水敷なし，越流高10cm，流れあり）

-4.16）。なお、高水位継続時間は、SP1.0 の水路床を

基準とした水位14cm、16cm、18cmついて検討した（図

-4.17）。また、高水位継続時間の算出は、最大 25 秒

までとした。図-4.16 より、水深9cmの条件で、高水

位継続時間が最も低減された地点は、遊水地下流の

SP4.7であることが確認され、水位14cm 、16cmでは

1.6秒、水位18cmでは0.9秒低減された。また、遊水

地上流のSP5.4～SP14.0での高水位継続時間の低減は、

水位14cm，16cm，18cmで、それぞれ0～0.95秒、0.15～

1.0秒、0.35～0.75秒であった。水深5cm の条件で、

高水位継続時間の低減が最大となる観測地点は、SP4.7

もしくはSP5.4となり、水位14cmでは、それぞれ0.15

秒、0.4秒低減された。なお、低減が最大であった、

水深 9cm の条件の SP4.7 における、水位 16cm の低減

時間1.6秒を実物縮尺にすると、遊水地の60m下流で、

136秒の低減となる。また、同条件の SP5.4～SP14.0

における低減時間0.15～1.0秒は、遊水地の60m～約

5km上流で、7.5～85秒の低減となる。

高水位継続時間の低減を、式（3）の低減率で検討す

ると（図-4.18）、水深9cmの条件のSP4.7において、

低減率が最大となり、水位 14cm、16cm、18cm で、そ

れぞれ21%、43%、37%の低減率となった。また、水深

9cmの条件のSP5.4～14.0 における、水位14cm、16cm、

18cmでは、それぞれ0～12%、4～21%、13～38%の低減

率であった。なお、水深5cmの条件のSP4.7における、

水位16cm の低減率が100%となっているのは、遊水地

の効果により水位が低下し、16cm以下になったためで

ある。これらのことから、遊水地による高水位継続時

間の低減は、遊水地の直下流で最大となると考えられ

る。この原因として、SP4.7 付近の河川を遡上する津

波の流れが、上流SP5.4に向かうものと、遊水地に向
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かうものとに分かれるため、水位低下が早くなること

が考えられる。

４．４ まとめ

河川を遡上する津波の低減対策として、遊水地の設

置を提案し、水理模型実験により、その効果を検討し

た。その結果、津波の河川遡上の河道水理条件に対す

る応答として次のことが確認された。

(1) 高水敷がある条件は、無い条件よりも、水深が深

い条件で、最高水位が低下し、水深9cm，津波_大の条

件のSP1.0～14.0において、1.3～3.5cm の低下であっ

た。また、水深が浅い条件では、最大水位は上昇し、

水深5cm，津波_大の条件のSP1.0～14.0において、-0.5

～1.1cmの上昇であった。これらを実物縮尺にすると、

高水敷高5m、水深4.5mの条件のKP0.6～8.4において、

0.65～1.75mの最高水位の低下となり、水深2.5mの条

件で、-0.25～0.55mの上昇となる。

(2) 流れがある条件では、無い条件よりも、津波の最

高水位が高くなり、津波_大，水深9cmの条件のSP1.0～

14.0 において、最高水位が 0.8～1.9cm 上昇した。こ

れは、実物縮尺にすると、0.4～0.95mの上昇となる。

また、遊水地による津波の低減効果として、次のこ

とが確認された。

(1) 遊水地上流で、津波の最高水位に低減が確認され、

津波_大，水深 9cm の SP6.5 において、最大 1.1cm 低

減された。これは実物縮尺では、遊水地の 72m上流で

0.55mの低減である。また、この最高水位の低減率は

9%であった。最高水位の低減率は、遊水地直上流の

SP5.4 で大きく上昇し、水深が大きい条件では、上流

のSP14.0まで同等の低減率を維持している。しかし、

水深が小さい条件では、SP6.5において低減率は約0%

となった。

(2) 遊水地上流で、津波の到達時間に遅れが確認され、

津波_大，水深 9cm の条件の SP14.0 において 0.25 秒

低減され、津波_小，水深 9cm の条件では 0.3 秒低減

された。これらは実物縮尺で、遊水地の約5km上流で、

それぞれ21秒、25秒の低減である。また、この津波

到達時間の低減率は、ともに 2%であった。

(3) 津波の高水位継続時間に低減が確認され、遊水地

直下流の SP4.7 で最大となり、津波_大，水深 9cm の

条件の水位16cmでは、1.6秒低減された。また、同条

件の遊水地の上流 SP5.4～14.0 では、0.15～1.0 秒低

減された。これらは実物縮尺では、遊水地の 60m下流

で 136 秒の低減、遊水地の 60m～約 5km 上流で 7.5～

85秒の低減となる。また、これらの高水位継続時間の

低減率は、それぞれ 43%、4～21%である。

今後の課題として、本実験で得られた遊水地による

津波の低減効果により、橋梁に作用する波力がどれだ

け低減されるか検討する必要がある。また、今回の実

験では変数としなかった、波長や越流部の長さについ

ても、実験条件として検討する必要がある。

４．５ おわりに

本実験で確認された、遊水地による河川を遡上する

津波の低減効果として、波高の低減、津波到達時間の

遅延、高水位の継続時間の低減が確認された。今回確

認された低減量は劇的に大きなものではないが、緊急

時においては、これらの差が被災の有無や人命に影響

するケースがあると考えられる。従来のソフト、ハー

ドの津波対策とともに、遊水地による対策を組み合わ

せることで、より一層、津波被害の軽減につながると

考えられる
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５．結論

本報告では、津波河川遡上の実用的な数値解析手法

の開発と実現象への適用、冬期結氷時災害を想定した

津波遡上の水理実験、そして具体的な津波被害低減方

策の提案と実験による検証を行った。得られた知見を

まとめると、以下の3点のようになる。

(1) 単断面水路を遡上する波状段波に関する水理実験

を実施した結果、その最大水位変化量は、流れのない

静水中においておよそ1.4倍、流れがある場合ではおよ

そ2倍程度まで増加することが確認された。この実験の

再現計算を1次元解析により行ったところ、河川で一般

的に用いられる浅水流方程式では波高は過小に、波速

は過大に評価されることが示された。これに対し、鉛

直方向加速度を導入した式では波高、波速ともに良好

に再現できることが分かった。つまり、波状性を伴う

津波の遡上解析を行うにあたっては、対象とする現象

の波高水深比に応じて適切な支配方程式を適用するこ

とが必要であることが明らかになった。

(2) 津波遡上に伴う氷板輸送実験では、多数の氷板模

型を水路内に設置して津波を遡上させ、初期水深と氷

板位置を変化させながら遡上・輸送過程の違いを調べ

た。実験結果より、氷板が存在する河道に津波が来襲

した場合、氷板の輸送速度は時間的に津波波形と非常

に近い形で変動することが明らかになり、輸送特性を

適切に把握するためには波状性段波の特性を考慮する

必要があることが示唆された。そのため、漂流物の輸

送速度を低減するためには波状性津波の波高増幅を抑

制することが効果的であることが分かった。

(3) 河道内を遡上する津波の波高増幅を抑制する施設

として、下流部での遊水池の設定を提案した。そして

水理実験により検討を行った結果、遊水地による河川

を遡上する津波の低減効果として、波高の低減、津波

到達時間の遅延、高水位の継続時間の低減が確認され

た。緊急時においては、これらの効果により河川構造

物や堤内地側の被災を免れたり、人命救済・確保のた

めの時間的余裕が増える効果が期待される。従来のソ

フト、ハードの津波対策とともに、遊水地による対策

を組み合わせることで、より一層、津波被害の軽減さ

れることが期待される。
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A STUDY ON SUSTAINABLE TSUNAMI COUNTERMEASURES FOR
DEVELOPING COUNTRIES

Abstract: When a tsunami enters a river channel, it creates undular bore propagation and causes a sudden
rise in the water level at the wavefront. Many studies on undular bores that occur in still water have been
performed, but few have addressed undular bores travelling against a flow. Laboratory experiments were
conducted on wave propagation characteristics, ice floes transport due to undular bore tsunamis, and
retarding basin to be constructed at a downstream site of a river. The following results were obtained:
(1) Experiments were performed on undular bore propagation traveling against a nonuniform flow to
investigate the water level increases when an undular bore occurs. Results were used to validate the
accuracy of one-dimensional numerical calculation methods for the tsunami propagation with dispersive
wave train in rivers. Furthermore, the model is applied to tsunami intrusion from the 2011 tohoku
earthquake into the Shin-kushiro river.
(2) When a river channel with ice sheets is struck by a tsunami, the fluctuations in ice-sheet transport
velocity with the passage of time were found to be very similar to those of tsunami waveforms, indicating the
necessity of taking the frequency dispersion effect into account in order to understand the transport
characteristics appropriately.
(3) The retarding basin reduced the run-up height of the tsunami by 9% of the maximum height of the
tsunami, delayed the arrival time of the tsunami by up to 2 % of the arrival time. The duration of the
tsunami's high water level was reduced by up to 43 % of the duration in the case without a retarding basin.

Keywords: tsunami run-up, river channel, undular bore propagation, frozen river, hydraulic experiment,
retarding basin


